


 

 

修正となります。 
なお、親会社株主に帰属する当期純利益におきましては、前連結会計年度末に実施した事業ポートフォ

リオの見直しや、既存事業アセットの活用による収益最大化および AI を含むテクノロジーを活用した新
たな事業展開による収益基盤の安定化および成長性の向上を踏まえ、繰延税金資産の回収可能性を見直
した結果を反映しております。 
 
２．特別損失等の計上について 
当社は 2026 年 2 月 13 日公表の 2026 年 3 月期第３四半期決算短信で公表しておりました将来の費用

面での効率化を目的とした本社移転方針に基づき、本日開催の取締役会において、2026 年 7 月に本社移
転することを最終的に決議いたしました。これに伴い、2026 年 3月期第４四半期連結会計期間におきま
して、既存本社オフィス関連固定資産の加速度償却費として 31 百万円を営業費用に、また現行オフィス
の原状復帰費用、新オフィスと既存オフィスの重複期間に相当する賃料、並びにその他一時的に発生す
る移転関連費用の引当として 123 百万円を特別損失として計上することとなりました。なお、詳細につ
きましては本日公表の「本社移転に関するお知らせ」をご参照ください。 
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